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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B18
運転免許証更新時の高齢者講習の受け入れ枠の拡大 警察費 警察本部費 一般行政費

道路交通法 宣言項目   

分野施策 020411 交通安全対策の推進

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

 

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 141,605 16,737 124,868 141,605

前年額 0 0

平成30年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

警察管
理費

事 業
期 間

平成29年度～ 根 拠
法 令

　高齢社会を迎え、長期化している高齢者講習の受講待
ち及び認知機能検査の受検待ち日数を短縮する。

（1）公安委員会による高齢者講習の実施　 29,430千円
（2）公安委員会による認知機能検査の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   100,174千円
（3）高齢者講習電話相談の更なる充実　　 12,001千円

　(1)　事業内容
　　　ア　公安委員会による高齢者講習の実施　　　　　　　　　　 29,430千円
　　　　　高齢者講習実施に係る非常勤職員の人件費　　　　　　

　　　イ　公安委員会による認知機能検査の実施　　　　　　　　　100,174千円
　　　　　認知機能検査実施に係る非常勤職員の人件費　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　ウ　高齢者講習電話相談の更なる充実　　　　　　　　　　　 12,001千円
　　　　　高齢運転者に関する電話相談充実に係る非常勤職員の人件費
　　　　　

　(2)　事業計画
　　　ア　公安委員会による高齢者講習の実施数の拡大　　　　7,776人／年増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度　　5,760人／年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年度　 13,536人／年
　　　イ　公安委員会による認知機能検査の実施　　　　　　  118,500人／年
　　　ウ　高齢者講習電話相談の更なる充実　　　　　　　　　高齢運転者支援員　4人増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度　　　  6人　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年度　　　 10人

　(3)　事業効果
　　　　公安委員会による高齢者講習及び認知機能検査の実施、電話相談の更なる充実により、受け入れ枠不足を解消
      し、受講待ち及び受検待ち日数の短縮が図られる。

　

　（県10/10）

普通交付税（単位費用）
（区分）警察費　（細目）警察管理費
（細節）警察職員費
（積算内容）相談員等

前年との
対比

― 警察本部 B18 ―
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